
 
安来市重点施策に関する要望 

 

 

市政の推進につきましては、平素より格別のご高配を賜り深く感謝

申しあげます。さて、本市は新安来庁舎完成や総合文化ホール「アル

テピア」開館などにより、着実にまちが活気づいています。 

本年安来市は、平成の合併から１５年を迎えます。元号が「令和」

となり、新たな時代の幕開けとなりました。安来市においても、新た

な力が湧いてくるよう期待し、当市の将来像である「人が集い 未来

を拓く ものづくりと文化のまち」の実現に向けた政策や、安来市ま

ち・ひと・しごと創生総合戦略に基づく人口対策事業など地域の発展

と一体感の醸成に取り組むと共に、財政健全化や各種政策を展開して

いかなければなりません。 

しかし、さらに住民が豊かで安心できる社会生活を持続的に確保す

るためには、社会基盤の整備など克服すべき多くの課題を有していま

す。 

つきましては、この度本市の重点施策に関する事項をとりまとめま

したので事情をご賢察頂き、諸施策の実現に向けて特段のご配慮を頂

きますようお願い申しあげます。 

 

 

 令和元年８月９日 

 

 

             安 来 市 長    近 藤  宏 樹 

 

 

 

                      安来市議会議長 田 中 武 夫 
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１ 

 

原子力発電所周辺自治体の安全確保対策について 
 

東日本大震災に伴う東京電力福島第一原子力発電所で発生した事故

は、放射性物質の拡散によって重大な原子力災害をもたらし、国民の

原子力発電に対する信頼を大きく損ないました。同様な事故が島根原

子力発電所で発生した場合、周辺自治体である安来市も多大な原子力

災害を被ることになるため、次の事項について強く要望します。 

 

（１）島根原子力発電所の１号機の廃止措置に伴う使用済核燃料と放

射性廃棄物の処分方法、２号機の再稼働及び３号機の稼働について

は、国が直接、市民及び自治体に対して説明することを国に要請す

ること。また、周辺自治体が立地自治体と同様の安全協定を中国電

力と締結できるよう、国に対して制度化も含め要請すること。 

 

（２）地域防災計画（原子力災害対策編）及び広域避難計画の実効性

を高めるために、未解決の課題について県の方針を示すこと。 

 

（３）広域避難において、避難先での生活支援や避難住民とＵＰＺ圏

外の住民双方への行政サービスの提供など、自治体のみでは対応が

困難な課題に対し、国に対して支援を要請すること。 

 

（４）広域避難について、関係自治体の協力が得られるよう、国の積

極的関与により調整を行うよう要請すること。 

 



２ 

 

簡易水道事業統合に対する財政支援について 
 

簡易水道は、国の方針として平成２８年度末までに上水道と統合す

ることとされ、国の承認を受け平成２８年度末まで簡易水道施設整備

に対する国庫補助（交付金）を受けることができました。 

平成２９年度以降も、基本的には簡易水道等施設整備費国庫補助（生

活基盤近代化事業）の継続が示されているが、統合後は補助の対象が

ごく一部に限定され、採択要件も厳しくなっています。 

 簡易水道は、経営基盤が脆弱で独立採算が困難な事業であり、国の

交付金や補助金により収支均衡を保っている状況であり、このままで

は統合後の事業は単独事業として実施せざるを得ず、老朽化した旧簡

易水道施設の改修等も水道事業経営に大きな影響を与えることになり

ます。 

よって、国の統合方針に従って統合した後も引き続き水道事業の安

定した財政運営ができるよう簡易水道等施設整備費国庫補助（生活基

盤近代化事業）の激変緩和措置や統合推進事業体に対し優遇措置を講

じられるよう、また、簡易水道として運営してきた繰出金及び交付税

措置についても従前の制度となるよう国に働きかけて頂くよう要望し

ます。 

 

 

大郷浄水場 下十年畑浄水場 



３ 

 

地域医療崩壊の危機を救う施策の早期実施について 
（医師・薬剤師確保対策） 

 

地域医療拠点病院では近年医師及び薬剤師の定年退職が続き、喫緊

の課題として医師等確保をしなければ、救急医療の確保及び地域医療

を支えることができない現状であります。 

安来市では、市内２つの地域医療拠点病院へ、義務年限内自治医科

大学卒業医師の派遣を数年来要望しておりますが、「地域医療支援会議

における医師の派遣基本方針」では派遣優先順位が２番目に位置づけ

られており、未だ実現していません。松江圏域の医師数等の諸統計は

比較的良い状態として示されておりますが、安来市の場合、市内病院

（民間病院も含め）の勤務医師の不足や高齢化、地域診療所医師（特

に内科系、小児科、産婦人科）の高齢化と後継者不足など、各医療機

関とも医師確保に向けて努力を続けているものの厳しい状況が続いて

いる状況です。島根県の医師確保計画の策定において、県内の医師確

保について確実に成果があがるよう次の事項について要望します。 

 

（１）現在の自治医科大学卒業医師の派遣については、優先順位２番

目の対象医療機関である市内２つの地域医療拠点病院へ、義務年限

内自治医科大学卒業医師の派遣を行うこと。 

 

（２）「島根大学医学部への地域枠推薦」については、本制度で入学し

た学生の義務履行に向けて確実に出身地で貢献できるように、所属

（大学・医療機関）、しまね地域医療支援センター等関係機関との協

議をふまえ、支援をすること。 

 

（３）医療施設等における薬剤師の不足のため、国への要望と県の対

策強化を行うこと。 

 

 



４ 

 

乳幼児等医療費の助成制度拡充について 

 

現在、島根県内のほとんどの自治体において、県下一律の乳幼児等

医療費助成制度を独自に拡充し、定住、少子化対策の取り組みを進め

ているところです。 

 しかしながら、自治体ごとに助成制度の内容が異なることは、居住

する県民にとっても望ましいことではなく、早期の制度見直しが必要

であると考えております。 

 また、鳥取県においては、平成２８年度から医療費助成の対象年齢

を１８歳まで引き上げ、県の施策として運用が開始されました。隣接

する本市におきましては、両県における格差について、市民からの制

度拡充の要望も多く、対応に苦慮しているところであります。 

 つきましては、次の事項について要望します。 

 

（１）本制度における対象年齢等の拡充を図り、県内統一の制度とす

ること。 

 

（２）国の制度として乳幼児医療費等助成制度を確立するよう、国へ

要請すること。 

 

 



５ 

 

農業施策の更なる充実について 
 

島根県では、平成２８年度から新たな農林水産業・農山漁村活性化

計画第３期戦略プランにより、中山間地域での持続的な農業と農地維

持に向け施策を展開されております。 

本市の基幹作物は水稲と畜産であり、これまで県の支援のもと生産

基盤の強化等により生産コストの削減や品質・収益力の向上等を維持

可能な農業構造へ転換する取り組みを推進しております。 

つきましては、中山間地域の体質強化を図るため今後も継続的な支援、

及び次の事項について、更なる支援の充実を要望します。 

（１）経営体育成支援について 

ほ場整備を契機とした集落営農組織の設立が進みつつある中で、機

械・施設の整備において組合員の自己負担が大きいため、営農計画の

立案が厳しい状況にある。地域の担い手育成を推進するため、県とし

て法人化組織を対象としたハード事業限度額の引き上げ等、制度拡充

を講ずること。 

（２）農山漁村地域整備交付金について 

農地の整備や老朽化した農業施設等の改修等、農業生産基盤及び農

村生活環境等の整備を総合的、且つ計画的に推進していくため、農村

集落基盤再編・整備事業が含まれる農山漁村地域整備交付金予算の拡

充を図るよう、国に対して引き続き強く要望すること。 

（３）農業次世代人材投資資金について 

  新規就農者の確保については、県と統一した方針・連携した支援

により成果を上げてきているが、経営開始時の支援として欠かせな

い農業次世代人材投資資金の配分額が不足している。新規就農者に

平等に資金が支援できるよう国に対し強く要望すること。また国の

配分が不足した際には、県の方針として補てんすること。 

 
 

 

 



６ 

 

広域観光及び外国人観光客誘致の推進について 

 

出雲大社の大遷宮以降、島根県「ご縁の国しまね」をテーマにした

観光ＰＲキャンペーンを実施され、また「尾道松江線の全線開通」な

どの追い風もあり全国的に島根県への関心は依然高い状況にあります。

一方で、北陸新幹線開通による首都圏を中心とした観光誘客への影響

など不安材料もあり、観光誘客対策のさらなる強化が必要な状況であ

ります。島根県が実施するプロモーションに併せ、広域観光の推進に

よる圏域への誘客と観光客の周遊による消費拡大は重要な取り組みで

あることから、観光誘客対策として次の事項について要望します。 

 

（１）山陽地区や四国・九州地区をはじめ、ＦＤＡが就航する東北・

東海地区の観光誘客を図るため、観光プロモーションを強化するこ

と。 

 

（２）日本遺産「出雲國たたら風土記」に関わる「たたら」をテーマ

とした観光誘客に取り組んでおり、平成３０年５月に月山富田城跡

が平成２８年度に認定されたストーリーに追加認定された。今後、

さらに国内外への認知度向上を図るための観光プロモーション等を

実施すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



７ 

 

切川バイパスをはじめとする県管理道路の改良促進について 
 

安来市の産業振興を図る上で、大型車等の物流を支える交通基盤の

整備・充実、そして原子力災害対策重点区域における広域避難体制の

確立は喫緊の課題であります。安全安心な住民の暮らしを支える主要

道路の未改良区間の早期整備が最優先課題であり、下記事業のさらな

る促進を要望します。 

 

（１）（主）安来木次線切川バイパス２工区並びに（都）飯島線の事業

を促進すること。 

（２）（主）安来伯太日南線（伯太町草野六呂坂～鳥取県境）における

未改良部分の事業を促進すること。 

（３）一般国道４３２号菅原広瀬バイパス２工区の事業を促進するこ

と。 

 

（１）切川バイパス２工区位置図 

（２）主要地方道安来伯太日南線（六呂坂） 

（１）切川バイパス工区 



８ 

 

安来インター線の早期完工及び中海架橋の建設促進について 

 

安来インター線は安来ＩＣと国道９号線の接続路線であり、現状の

島田踏切通過を解消し、市東部中海沿岸部の工業団地を結ぶ安来市の

交通ネットワークの重要路線であります。事業完了に向け格段の事業

推進をお願いします。 

また、インター線の延長線上にある中海架橋は、地方創生、人口対

策が国を挙げて求められるなか、中海・宍道湖・大山圏域市長会にお

いて策定した、地方版総合戦略において「県境を越えた広域連携」と

位置付け、「交通ネットワークの充実」として『中海架橋』の早期実現

を掲げています。 

つきましては、安来インター線の早期完工及び中海架橋建設連絡協

議会（事務局：島根県土木部）の早期開催と事業化を要望します。 

 



９ 

 

小さな拠点を支える県道の整備促進について 

 

 現在、安来市の中山間地域では、地域づくり計画を作成し「小さな

拠点づくり」を推進しております。中山間地域で安心して暮らし続け

るためには、他地域とのネットワーク網の整備や、交通の安全確保が

重要であり、そのためには「小さな拠点づくり」における道路整備の

促進が必要不可欠であります。 

現在「小さな拠点づくり」を推進しております以下地区内の県道改

良事業を推進頂き、「小さな拠点づくり」を支援して頂きますよう要望

します。 

 

○東比田地区…防災安全交付金（改築）事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（一）草野横田線 東比田工区 

 

○赤 屋 地 区…防災安全交付金（改築）事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（一）本山伯太線 上小竹工区     （主）安来伯太日南線 六呂坂工区 



１０ 

 

県管理河川の改修促進について 
 

安来市では、平成２３年５月の豪雨および９月の台風１２号の影響

により、市内各所で河川が氾濫し、住宅の床上浸水、農地の冠水、そ

して一般県道・市道では冠水による通行止めとなり、孤立した住民の

救助活動等が展開されました。平成３０年の西日本豪雨でも中小河川

の越水により被害が拡大となりました。このような中、島根県におい

ては、想定最大規模降雨に対応した洪水浸水想定区域図の見直しが行

われました。近年は住民の早期避難が求められる中で、行政の職務と

して住民の安全、人身の命を脅かす事態に対応するため県管理河川の

早急な治水対策、自然災害被害軽減が必要と考えております。つきま

しては次の事項について要望します。 

 

（１）吉田川、木戸川の改修促進をはじめ、住宅被害や通行止めを生

じた蛇喰
じゃばみ

川及び田頼川の早期事業化を要望します。 

（２）伯太川には水防情報カメラの設置は無く、リアルタイムで水害

リスク情報を地域と共有し、早期の避難準備の開始など、迅速な避難

を実現するため、伯太川への水防情報カメラの設置すること。 

台風 24 号による伯太川弘鶴橋上流の被害状況 

             （平成３０年９月） 



１１ 

 

スマートインターチェンジの設置について 
 

 山陰道安来ＩＣは、安来市街地南側の丘陵地に位置し、中心部から

のアクセスに迂回を余儀なくされており、観光・物流・災害対応・医

療等の様々なシーンにおけるニーズをカバーしきれていない状況であ

ります。  

大山ＰＡ～宍道湖ＳＡ間（約４４ｋｍ）、名和ＩＣ・ＰＡから宍道湖

ＳＡ間（約５３ｋｍ）には休憩施設がなく利便性を欠いている状況で

す。 

 また、安来市南部には、「足立美術館」をはじめ、日本五大山城であ

る「月山富田城跡」を有し、今後一層の観光客の増加が見込まれる拠

点地となっております。 

さらに、総合文化ホール「アルテピア」周辺地区は将来市街地ゾー

ンとして整備する方針であるとともに、市内鉄鋼業の設備投資による

物流の増加が見込まれます。 

上記のように、スマートインターチェンジの効果は島根県の発展に

大きく寄与すると考えていることから、次のとおり国に対し働きかけ

ていただきますようお願いします。 

 

（１）地方活性化及び高速道路の利便性の向上に資するスマートイン

ターチェンジについて、安来ＩＣ～東出雲ＩＣ間に整備を検討する

こと。 



１２ 

 

通常の学級における特別支援教育の充実について 
 

現在、小学校には通常の学級に在籍するＬＤ、ＡＤＨＤ、高機能自

閉症等、発達障がいのある児童に対して、特別な支援のための非常勤

講師（にこにこサポートティーチャー）を配置しているが、中学校に

おいても特別支援が必要な生徒は増加している。 

 つきましては次の事項について要望します。 

 

（１）中学校においても，小学校における「にこにこサポートティー

チャー」と同様の役割をもつ特別支援教育指導員（仮称）を配置

すること。



 


